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7５
山田盛太郎氏はかつて「日本農業再生産櫛造の基礎的分析」（昭和三七年二月）において、戦後農業段階劃期を
昭和三○年を基軸として第一階梯と第二階梯とに区分し、その対醸的傾向を規定するものとして「第一階梯（二五
’三○年）では農業の内的メカニズムの要因が強くあらわれ」「第二階様（一一一○’一一一五年）では腱外からの作用力が
（１）
強
く
あ
ら
わ
れ
て
き
た
」
と
述
べ
た
。
言うまでもなく、三○年以降は、まさに、一般資本の側で生産手段生産部門が規制者となるところの本格的な強
度蓄積の段階にはいるのであって、そこでの農民層分解メカニズムの解明にあたっては、根木視角を、農外からの
作用、すなわち、独占資本主義の蓄積メヵーーズムにもとづく作用が農業内部をつらぬく階層分化・分解の内的要因
一、艇民厨分解
二
、
分
析
的
考
察
三
、
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括
と
展
望
現
局
面
に
お
け
る
農
民
層
分
解
の
形
態
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としての構成部分に転化しているという点におくことがいよいよ必要になったと言わねばならない。
このことは別言すれば、階層分化・分解の進行に伴って生まれる農民層内部の矛盾を、高度に発達した資本主義
的工業とおくれた小商品生産農業との矛盾と切り離してとらえるのではなく、独占資本主義の蓄積のメヵーーズムの
もとで、それとかかわらせてとらえる一」との必要性をいよいよわれわれに迫るものであると云ってもよい。
さいきん、戦後艇民層分解に関する精級な実証的研究を一本にまとめた伊藤葛雄氏は、そのなかで、戦後自作農
分析の視角を「生産力視点からゑた農民層分解の把握」においたとして「こうした視角からいうとき、農民層分解
という概念は、すぐれて競争的概念として機能的に設定される。商品生産をつうじ、個別生産費を武器として、市
場においておこなわれる経営間競争が分解のもっとも直接的な契機なのであり、それへのいわば与件として外的要
因が序列づけられる。たとえば農産物価格という条件さえ、競争の渦中にある個別経営にとっては外的な与件なの
（２）
であって、それへの対応こそが分解の直接的契機となる」と述べている。
農民のあいだでの経済関係の内部的構造の研究にあたり、外的要因の一定の捨象という視角と方法の有効性はも
ちろんそれなりに認められねばならない。また、既成の概念から出発するのではなく、日本農業の現実の動きのな
かに、その展開の論理を求めるという姿勢も云うまでもなく正しいものである。
しかし、現局面の分解の形態は分解の直接的契機をなす競争条件そのものが全面的に国家独占資本主義の規制の
浸透をうけ、農外からの作用が農業の内的競争契機に転化しているもとで発現しているという観点を明確にしない
ならば、分解の方向の性格づけを確定することは困難であるといわねばならない。
とくに、経営上向層における「剰余」の性格および没落半プロレタリア層における「土地もち」の意義を確定す
るためには、この観点はかかせないのではなかろうか。
確格形成のメカニズムと・
の
ま
ず
、
「
経
済
成
長
」
｝
解蠅一種の生活強制として」
紙あること間ちがいたい。
ｌるす二、机らの動きは、な』
・ロ
ゴであるが、とくＦ」一一一○佇
雨媒介の大きな役割を演対
風
’
１
「
Ｉ
Ｐ
Ｉ
Ｉ
7７
こ
れ
ら
の
動
き
は
、
な
に
よ
り
も
農
地
改
革
を
出
発
点
と
し
家
父
長
的
家
族
制
の
崩
壊
の
過
程
を
下
地
と
し
て
急
速
に
進
行
し
た
の
であるが、とくに三○年以降の資本の高度蓄積の過程で労働市場の拡大とともに激増してくる農家の通勤世帯員が
媒
介
の
大
き
な
役
割
を
演
じ
た
。
家計曲の膨脹は、おおむね第二種兼業農家↓規模の大きな専業腱家↓中間層農家という順序をとって波及しつつ、
農
村
内
で
の
消
費
と
家
計
水
準
の
相
対
的
平
準
化
傾
向
を
お
し
す
す
め
て
い
っ
た
と
み
て
よ
い
。
そ
こ
で
、
現
局
面
に
お
け
る
農
民
廟
分
解
の
形
態
の
考
察
に
あ
た
り
、
は
じ
め
に
、
家
計
費
の
膨
脹
と
経
営
費
の
増
大
と
い
う
腱
家
経
済
の
再
生
産
条
件
を
は
げ
し
く
突
き
動
か
し
て
ゆ
く
二
つ
の
契
機
に
注
目
し
、
そ
れ
ら
が
農
民
層
分
解
の
内
的
要
因
と
し
て
機
能
し
て
ゆ
く
内
実
、
そ
し
て
同
時
に
そ
れ
ら
が
独
占
資
本
の
蓄
積
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
よ
っ
て
い
か
に
と
ら
え
ら
れ
、
そ
の
も
と
で
の
農
産
物
価
格
形
成
の
メ
ヵ
ー
ー
ズ
ム
と
い
か
に
か
か
わ
っ
て
く
る
か
と
い
う
基
本
的
な
筋
を
た
ぐ
っ
て
み
る
こ
と
に
し
よ
う
。
ま
ず
、
「
経
済
成
長
」
下
に
と
く
に
顕
瞥
と
な
っ
た
腱
家
の
家
計
費
膨
脹
の
傾
向
は
、
個
々
の
腱
民
に
と
っ
て
は
社
会
的
に
所
与
の
一
種
の
生
活
強
制
と
し
て
作
用
す
る
生
活
様
式
の
変
化
（
都
市
化
）
と
と
も
に
消
費
と
家
計
水
準
の
上
昇
の
過
程
を
反
映
し
た
も
の
で
腿
外
か
ら
の
作
用
力
す
な
わ
ち
、
独
占
資
本
主
義
の
蓄
積
メ
ヵ
ー
ー
ズ
ム
に
も
と
づ
く
作
用
と
農
業
内
部
の
蓄
積
と
分
解
の
メ
カ
ニ
ズ
ムとがむすぼれる複合の過程における主要な緒節点は農産物価格形成Ⅱ農民労働力の価値実現にある。
そ
し
て
、
一
個
の
市
場
価
値
の
も
と
で
の
個
別
的
生
産
費
の
相
異
と
い
う
腱
産
物
価
格
へ
の
対
応
こ
そ
が
「
分
解
の
直
接
的
契
機
」
をなすとは云え、独占の蓄積メヵーーズムからの作用をうけて農産物価格形成における農民労働力の価値実現が、ど
の
よ
う
な
条
件
の
も
と
で
、
い
か
な
る
水
準
で
な
さ
れ
て
い
る
か
を
問
わ
な
い
な
ら
ば
、
分
解
の
形
態
の
し
め
す
質
は
確
定
し
え
な
い
であろう。
そこで、
7８
さ
ら
に
農
家
家
計
費
の
膨
脹
は
独
占
資
本
の
市
場
支
配
下
で
つ
く
り
出
さ
れ
る
「
消
費
プ
ー
と
の
も
と
で
の
独
占
価
格
に
よ
る
消
費財のもち一」ゑにも基礎をおいている。とくに腱家家汁悩のなかで独占資本の商品の占める比率が急速に高まって
いるところから、この点の作用はいよいよ大きいと一一一一口わればならない。
ところで、このような内容をもって膨脹を続けている腱家家計費について、さらに股近のほぼ一○年余の期間に
わ
た
る
事
実
の
動
き
の
な
か
に
看
取
さ
れ
る
枢
要
点
を
と
り
あ
げ
る
と
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
Ⅲ腱家の家計蝋は勤労者世帯の家計賛に向って一倒して接近の動きを示し垢り、こく股近では両簡はほぼ均衡化しているとも
ゑられる状況となった。たとえば、それを示す一つの指標として全国農家の世帯員一人当り家計費の全国勤労者世帯に対す
る
割
合
を
黙
る
と
、
昭
和
三
五
年
の
七
六
％
か
ら
一
貫
し
て
高
ま
り
、
四
○
年
に
は
八
三
％
、
四
六
年
に
は
九
八
％
の
水
準
に
ま
で
達
し
て
い
る
（
昭
和
四
七
年
度腱業白謝付属統計表二六’二七頁）。
す
な
わ
ち
、
こ
の
か
ぎ
り
農
民
の
消
費
・
家
計
水
準
〈
生
活
水
準
）
は
全
社
会
の
賃
金
労
働
者
の
標
準
的
な
水
準
へ
の
均
衡
化
を
ほ
ぼ
連
成
し
し
な
い
。
大量情報手段の普及、道路交通網の発達に伴って、これらの波及過程に－そうの拍車がかかったことは云うまで
②避家の階隠別家計饗では、農村の都市化の動きのなかで階層間庭おける相対的平蝋化の傾向がひきつづいている。たとえば、
それをしめす一つの指標として、全国農家の腱家所得（農外所得を含む）階層別の世帯員一人当り家計費の動きをみると所
得水雌の著しい階鳳差にもかかわらず、家計饗の相対的な平邸化賦向がすすんでいる（第一表）。
③ところが農家の農業所得による家計費充足率は、この間、すべての階層にわたってほぼ一貫して低落（一へクタール以上層
で
は
年
次
に
よ
り
多
少
の
不
規
則
は
あ
る
が
）
し
て
い
る
と
い
う
趨
勢
は
全
く
動
か
し
難
い
あ
の
の
よ
う
に
み
ら
れ
る
。
たとえは、都府県避家一戸当りでみると、一’一・五ヘクタール周で充足率が八割の水準をわるのは三八年以降、一・五
’二へクタール層で九割の水準をわるのは四四年以降、そして二ヘクタール以上層でも四五年以降、農業所得のみでは家計
街の充足は不可能となっている。
す
な
わ
ち
、
こ
の
か
》
た
か
の
ご
と
く
で
あ
る
。
７９現局面における腱民鬮分解の形態
第１表農家所得階層別に梁た，人当り家叶饗の平醗化傾向（全国）
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1）農家生計費統計より作成
2）カッコ内は各年の中位階層を100とした指数
以上の事実の推移にてらしてふるとき、栗原百寿氏のつぎの考察、すなわ
ち「米作を中心とする日本の農民においても、農民生活水準の要求が結局何
等かの形態において貫徹してゆき、従って艇産物価格は農民的生活水準を基
（３）
準として決定されてゆく必然的傾向を示現しているのである」とは一一一戸い難い
の
で
は
あ
る
ま
い
か
。
したがって、また、綿谷赴夫氏の以下の所説ｌ「全社会の賃金労働者の
標準的な水準に均衡化してゆく」腱民の生活水準をベースにして「単位労働
当りの標準生活費」でしめされる「家族労働力の社会的評価」が「農産物の
事実上の費用として計上」されざるをえない。「農産物は、いわゆる費用価
格（Ｃ＋Ｖ）を割ってまで不等価交換されるメヵーーズムを、もう原則的には
（４）
もたない」という「農民層分解による労働力商品化の意義」をふ・まえて、昭
和三○年以降の、わが国「経済成長」下における「農民の自家労働評価の高
まり」についてさらに考察をすすめ、その内容を「都市労働者階級の基本的
性向である同一労働同一賃金の要求は、農家の家族労力のあいだでも根をお
いしたがって、農家の消費・家計水準が勤労世帯の水準にふだんに接近してゆくこ
とを可能にしたのは全く農業外所得（その圧倒的部分は労賃・俸給）の増大のゆ
えであって、農業所得〔農産物価格によって実現する労賃部分〕と家計費（生活
水準）〔勤労者世帯の水準に均衡化〕との乖離もまた不断の傾向であるかのどと
くである。
所得階層 昭3５ 3７ 所得階廟 4１ 4３
20万円未満
20～30
30～40
40～50
50 0
60 ０
70万円以上
46千Ｉｉｌ（70）
5２（79）
5９（91）
6５（100）
7２（110）
7６（115）
8７（133）
71千円（93）
6４（84）
7３（96）
7６（100）
8４（110）
8８（116）
105（138）
5()万円未満
50～70
70～9０
90～110
110～130
130～150
150万円以上
110千円（74）
120（81）
142（96）
１４７（100）
163（111）
181（123）
195（132）
154千円（87）
150（85）
162（92）
176（100）
195（111）
210（119）
234（133）
8０
ろした」ことであるとして、これに裏付けられた「生活水準の向上と標準化」が、限界地で標準的な技術をもって
（５）
生産する農民の「費用価格を構成する家族労賃の単価騰血輿となってあらわれる」とするとき、「一般の賃金労働者
の労働評価は即時的かつ速効的だが、農民の自家労働評価は、きわめて事後的かつ遅効的である。その結果として、
経営者視角で染た避民は、かような自家労働評価を、ただ長期的仁の梁費用として考慮すればよど」とになる。短
（６）
期的にはこの部分にしわ寄せしても家族労働者の反播はなくてすむ」という「労働費（ｖ）についての特色」を考
慮したとしても同様の疑問を提出せざるをえない。
その疑問とは、都市労働者の労働力再生産の水準を指向して社会的強制力をもって上昇してくる農家の家計費が、
市場洲艘的費用価格の要素をなす自家労賃の単価上昇としておりこまれる》」とによって、農産物価格におけるそれ
の実呪いかんが農業経営の存廃の条件となり、これをつうじて農業生産が調整されるというメカーーズムが支配して
いると考えうるであろうか、ということである。そのように一高うことはできまい。すくなくとも、すでにみた股近
一○年余にわたる期間の事実の推移は、この論理では説明しがたいように思われる。
では、原理的には、この関係はどのようにとらえるべきであろうか。
一般に、資本主義のもと農民的小商品生産が支配的に行われているとした場合、そこでの腱産物市場価格は、農
産物の一定の社会的需要を充足するため耕作圏内に引きいれられた耕地のうちの、限界地でのｃ＋Ｖの水準を下限
この場合のＶ、すなわち、限界地の標準的経営条件の費用価格によって規制される市場価格において実現される
自家労賃の水準は、農業と他産業間の労働力の流動性が全く自由であるならば、本来、他の産業部門の一般労賃水
準Ｉ社会的標準的労賃水準に均衡してゆく筈であると云いうる。
と
す
沿
線
に
帰
着
す
る
こ
と
に
な
る
。
８１現局面における農民厨分解の形態
さ
ら
に
他
産
業
の
一
般
労
賃
す
な
わ
ち
資
本
制
的
労
賃
に
つ
い
て
も
、
労
賃
Ⅱ
労
働
力
の
価
値
Ⅱ
労
働
力
の
再
生
産
費
（
生
存
費
・
繁
殖
衝
・
育
成
費
）
Ⅱ
労
働
者
お
よ
び
家
族
の
生
活
維
持
手
段
の
価
値
と
い
う
関
係
が
な
り
立
つ
か
ぎ
り
、
労
賃
は
一
定
の
客
観
的
・
社
会
的
な
平
均
家
計
費
に
対
応
し
て
い
る
と
言
え
る
。
し
か
し
い
う
ま
で
も
な
く
、
家
計
費
の
上
昇
が
労
賃
の
上
昇
を
直
接
に
規
定
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
か
く
て
、
都
市
労
働
者
の
労
働
力
再
生
産
の
水
準
を
指
向
し
て
社
会
的
強
制
力
を
も
っ
て
上
昇
し
て
く
る
農
家
の
家
計
費
が
、
自
家
労
賃
の
単
価
上
昇
と
し
て
鍵
産
物
価
格
形
成
の
費
用
要
因
と
し
て
計
上
さ
れ
、
こ
れ
に
も
と
づ
い
て
農
産
物
価
格
が
規
定
さ
れ
る
と
い
う連動の機構が働いているものとはなしがたい。
さらに、今日のわが国のように、高度に発達した資本主義経済に組みこまれた零細農業生産形態のもとでは、独
占
資
本
の
労
働
力
掌
握
の
体
系
の
な
か
で
賃
労
働
収
入
へ
の
依
存
を
農
家
経
済
再
生
産
の
不
可
欠
の
要
因
と
せ
ざ
る
を
え
な
い
農
家
が
零
細
層
の
承
で
な
く
、
中
間
層
も
含
め
て
広
汎
化
し
て
お
り
、
そ
こ
で
は
、
社
会
的
に
強
制
さ
れ
て
く
る
消
費
と
家
計
水
準
の
上
昇
に
こ
の
こ
と
は
、
ま
た
当
然
、
外
部
労
働
市
場
の
展
開
の
も
と
、
た
ん
に
労
働
力
の
移
動
が
自
由
で
あ
る
と
い
う
こ
と
だ
け
で
は
な
く
、
農産物価格によるこの水準でのｖの実現の成否が農家労働力にとって農業就業か農外流出（プロレタリア化）かの選
択基準になっていること、すなわち、この均衡的水準で農民の自家労力の社会的評価が確立していること、そして
これをつうじて農業生産の調整が行われるようになることを前提としているのである。
ここで他の産業部門の一般労賃水準に均衡してゆく鍵民の「自家労賃」は「小農的商品の費用価格の一要素であ
（７）
りながら、同時にこれが農産物価格によって規定されるという関係にある」のであって、この農産物価格によって
実
現
さ
れ
る
自
家
農
業
労
働
所
得
Ⅱ
自
家
労
賃
が
家
計
費
を
規
定
す
る
と
い
う
関
係
に
あ
る
。
家
計
費
が
自
家
労
賃
を
規
定
す
る
の
で
はない。
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しかし、都市労働者の労働力再生産の水準を指向してすすむ避家家計費の上昇と、その農民階層間の相対的平噸
化の傾向は、農民労働力再生産の社会的基準の上昇を反映するものにほかならない。これは幾業所得として、経営
をつうじて自ら生産し、自らに支払う労賃部分の拡大をたえずはげしくつき上げる力として作用する（しかし農業
経営によるその実現がたえず不可能とされる』」とにより、農民労働力再生産の社会的基準の上昇は、ますます家族多就業の兼業
形
態
を
お
し
す
す
め
る
方
向
で
貫
徹
し
て
ゆ
か
ざ
る
を
え
な
し
。
このつき上げが商品生産をめぐる小生産農民の競争展開の基軸となり、農民層分解を導く動因としてはげしく働
くのである。ここに農家経済の再生産条件をきびしく追いつめてゆく現局面の矛盾の焦点がある。
以上の点を概括すれば、小農民経済は国家独占資本主義の蓄積メカーーズムのもとにとりこまれ、社会的強制力を
もって上昇してくる家計費に対応して、農業経営をとおして労賃部分の確保と拡大をはかってゆくことがいよいよ
困難であり、農業所得による家計費の充足が不断におびやかされ、農外にまたがる家族多就業形態が広汎にひろが
な
い
◎
対応するために、低い労働市場に、そして低いがゆえに農業、腱外にわたる家族多就業の形態をとって向うことに
なる。いわば労働力の価値を、その全家族の上に分割する形態での対応が必至ならしめられている。そこでは農産
物価格によって実現される自家労賃は兼業労賃によって補填されるというかたちにおいて、都市労働者の労働力再
生産の水準を指向する家計費の上昇に対応しつつ、労働力の価値分割の一環を担うことになっている。そして家族
多就業の形態がまた家計費上昇（現金支出増大）の新しい要因をつくり出す（たとえば通勤・家計用の乗用車の著しい普
及のごとき）という相互関係をもって進行している。
このような農家の消費と家計水準の上昇が、そのまま費用に転化され農産物価格形成の要因となりうるわけでは
８３現局面における農民層分解の形態
独占支配下の農産物価格の低位水準を根抵でささえる自家労賃水準の低位形成のよりどころを解明するためには、
さらに、独占資本の労働力掌握の体系のなかで、農民労働力が現実に商品として包摂される労働市場の特質にもと
づく作用を考慮することが必要であろう。そこで、その点の考察に移ることにしよう。
昭和三○年以降の急速な重化学工業化の展開と独占資本の異常な拡大のなかで雇用労働者の増大もまたはげしか
ったが、農村がこれら労働力の豊富にして低廉な供給基盤として高度蓄積を支える基礎的要因をなしたことはすで
これら農業から非農業への追加労働力のうち量質ともに重要な役割を果したのは新規学卒労働力であるが、彼ら
の主力はほぼ重化学工業部門・大企業へ直結的に流出している。
これら重化学工業部門・大企業では「技術革新」が急速に進行しており、中高年層の旧型熟練にもとづく労働分
野が単純労働に代置されてゆくのに伴って、新しい技術に対して弾力的な適応性をもち、しかも低賃金で雇用でき
る新規学卒労働力に対する需要を選別的に拡大してきたのである。農家新卒労働力はこの供給源として大きな役割
を果してきた。しかし、農産物価格に反映される自家労賃水準の低位形成のよりどころを与えるという直接的な関
労働力の労働力化である。
（８）
くおさ』ｚこんでいる。
っだ
が
、
農
村
が
こ
れら》
に周知のところである。
り、港大な農家労働力が兼業労働力市場へ押し出されてゆくということである。
独占の蓄積メカニズムにもとづく作用は、このように、一方で、農民労働力再生産の社会的基準の上昇（家計饗
の膨脹と消費・家計水準の平準化）を促進しながら、他方で、農産物価格をつうずる農民労働力の価値実現水準を低
農村からの主な労働力補給路は、第一に新規学卒であり、第二に農業就業者の賃労働老化であり、第一一一に女子非
鰹連から云えば、影響が大きいのは農民労働力がそのままのすがたで農外労働力となる兼業．出稼ぎ形態のものであ
農家の流出労働力は、このように新規学卒を中心とした重化学工業部門・大企業への直結的流出と、他方、中高
年令層の建設業人夫・日雇又は中小・零細企業・下請工場などを基盤とする地方的労働市場への包摂という明瞭な
層
化
・
分
断
を
示
し
て
い
る
。
注「腱莱日雇と共通の労鋤力需給圏をなす建設業など屋外労働者の年令別構成をふると「土工・重作業人夫とも四○才以
上がその過半を占め、軽作業人夫では六割を占めるという構成（昭四二年）になっているし、年々、中高年層の占める
比重が高まってきている」（今村奈良臣「米作農民の意識と行動」農林統計調査第二一巻第六号二頁）
二、田代洋一「地域労働市場と鍵家の階層性」（農業総合研究第二六巻第四号）は新潟県白根市の実態調査（昭四四年）
をつうじ、同一地域内に、既就業の農家労働力と新規学卒労働力という労働力の質と賃金水準を相対的に異にする二つ
の労働市場が重層的に成立していることを明らかにしている。
三、なおすでに早く、企業規模別賃金格差の拡大と結びついた労働市場の特殊の層化と、その鍵村への影響を指摘したの
は井上晴丸「日本農業と労働市場」（経済研究第九巻第一○号、一九五八年一月、のち、井上晴丸著作選集第四巻に収録）
である。
国家独占資本主義の労働力流動化政策のもとで、重化学工業・大企業では急速な資本蓄積によって資本構成を高
農業就業者の賃労働者化も、女子非労働力の労働力化も、いずれも中高年層を主体として、通勤形態（したがっ
て農家兼業化）をとって農外部門に流出するというかたちが中心をなす。
その就業先は、前者では建設業、後者では商業・サービス部門が主力をなしており、就業先の規模では中小・零
細企業であるという特徴をもつ。出稼ぎ者もいまや全く中高年男子がその中心をなし、もっぱら建設部門へ集中し
ている。
ろう。
現局面における農比層分解の形態8５
度化しつつ中高年労動力を排除し労動力構成の若年化の傾向を顕著にすすめたが、その結果、他方、中小・零細企
業では労動力の中高令化・女子化傾向が生じている。農家の流出労働力の層化も）」の傾向に対応したものである。
そしてより根本的には独占の格差支配の構造に規定されたものである。
既就業の農業労働力、あるいは主婦労動力が、特別の職業転換訓練費も要せず、零細農業と結びついたままのか
たちで兼業賃労働として現実に包摂される労働市場は農業日雇、建設作業人夫ないし中小・零細企業、下請工場臨
時属など、総じて農村における潜在的・停滞的過剰人口を基盤とする地方的労働市場である。
そ
し
て
、
そ
こ
で
の
賃
金
水
準
は
独
占
の
格
差
支
配
の
最
末
端
の
底
た
る
こ
と
を
反
映
し
た
低
賃
金
と
な
る
。
（注）山形県白鵬町の一医師のさいきんの報告は、町にあるモモのかん詰製造工場で働く農家の主婦の低賃金雇用と出稼ぎ者
の
中
高
年
化
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
「例年のことながら、夏蚕の作業がすっかり終わりきらぬうちに、町の工場では年間を通じて最も忙しいモモのかん詰製
造が始まった。連日一時間から二時間の残業と日曜もお盆もなしの約一ヶ月間である」「大部分は農家の主婦や娘さん達
で身分は『常用臨時』という妙な名前」「日給は九七○円だったが、あとから来た工場に刺激されたせいか、ことし四月
からようやく最低一、二○○円になった」（産業別・企業規模別・地域別・性別・雇用形態別などの賃金格差に規定され
たこのひどい低賃金／・）
また「最近、五年間の町の出稼ぎ者の統計によれば、昭和四三年には五○才以上が二五二人（一一一一・四％）だったもの
が四七年には四二八人（二二・八％）四○才代は五二○人から六七五人にふえて、三五・九％を占めている。これは若い
人達が町を出てゆき出稼者鬮がはっきりと固定してきた結果なのだ」（朝日新聞四八・八・二八）
この低賃金が農産物価格によって得られる「日当」の低さを我慢させる要因として価格形成に反映し、一般に、
農産物価格をたえず低くおさえるよりどころとして作用する。そして、このような低賃金の実現を条件として農業
生産が続けられてゆくことになる。しかし家計費膨脹の圧力のもと、農業で確保される、この低賃金では農家経済
8６
一般的原理的にはこのような経緯をとるものとしてよいが、すでに述べてきたように、農産物価格が社会的に正
常でない低賃金水準を反映して低くおし下げられて形成されている場合、より優等地、優良経営が手に入れる差額
的収益は、この低賃金が社会的標準的賃金を割る分だけ労賃部分へのくいこ承を含むと云わねばならない。現局面
において上層農に形成される「剰余」の性格は一面この点からも規定されている。
的方向となるのである。
したがって、このような社会的に正常でない低賃金水準を反映した農産物価格形成を基蕊として成立している農
業剰余の性格についても注意しておく必要があろう。
すでに前に述べた通り、一般に、資本主義のもと小商品生産的農民経営が支配的で、農産物価格が限界地で標準的
技術をもって生産する農民の費用価格（ｖは社会的標準的労賃）を保証する線できまるという場合、限界地以上のより
優等地または標準的経営条件以上のより優良経営では土地条件又は経営条件の差に応じて剰余が形成される。この
（９）
剰余部分は、「比較的恵まれた自然条件のもとで自分の労働を実現する農民のふところに流れこむ」差額地代相当
部分および標準よりも高い技術水準すなわち例外的な生産力をもつ労働が創造する特別剰余価値相当部分から成る。
だ
が
も
ち
ろ
ん
、
小
農
民
経
営
で
は
剰
余
価
値
の
相
異
な
る
諸
形
態
の
分
離
は
生
じ
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
ら
は
自
分
自
身
に
支払う労賃をこえる剰余として現象し、これら上位農民層での生活水準の一層の上昇のために、あるいは、経営の
上向的発展のための蓄積にあてられることになる。そして連年の、この蓄積の増大をつうじ上位層での耕地規模の
拡大と生産力水準の大巾上昇が個別的費用価格の大巾低下をもたらしてゆくとき、資本主義的経営への転化が必然
の再生産は、いよい」
さ
れ
て
ゆ
く
の
で
あ
る
。
いよいよ兼業への依存を高めざるをえず、農業、農外をつうずる家族多就業の形態が不可欠なものと
８７現局面におけるH1&民脳分解の形態
しかし、腱業臨時雇賃金水準という低水準でではあれ、農業生産による一定水準での自家労賃の実現いかんが
（叩）
「鍵家労働力の就業行動」の「基準」となっており「いまや、いかなる腱業労働も少くとも、この限界賃金以下で
（皿）
は行ないえないメカニズムが成立」していることに注目する必要がある。
（注二、たとえば、昭和三○年代後半の時期にはいって、麦など冬作の放棄が顕著となり、農家の耕地利用率はこの時期以降
低下が目立ってくるのであるが、これは遁大な且に達する麦の輸入がひきつづいているもとでの低麦価Ⅱ低労働報酬が、
当時急速に雇用の場をひろげてきた建設業などへの不安定就業の賃金とくらべてもひき合わないことが大きな原因であ
二、一定水池での自家「労賀」が実現されねば、もはやいかなる艇業労働も行ないえなくなったという腱業生産における
自家労働の評価の成立に関して、これを「労賃範嬬」の確立とみるのは問題であろう。本来、小農は自らの農業生産に
よって労働力を再生産するのであるから、そのかぎり、自ら自己の生活維持手段Ⅱ「労賃」相当部分を生産していると
そして「資本主義的生産に支配されている社会状態のなかでは、資本家でない生産者も資本家的な観念に支配されてい
（旭）
る」。だから、小艇の「労賃」というのも、もともと、それの「存在条件がないとこデっ」に資本制的生産様式の基礎上
（凪）
での収入形態を「類推」によって充用したものにほかならない。
したがって、小艇の「労賀」は、その大きさ・水蝿のいかんにかかわらず、労働力と生産手段の分離を前提として、
涜本家によって労働者に支払われるという質関係をもたないのであるから「ｖの範鴫的砿立」と言うのは適当ではない。
しかし、これらの事情は自明のところであろう。
むしろ、これを主張する論者が「ｖの範購的確立」として強調する所以のものは、腱外労働市場の展開と労働力移動を
通じて、一定水準の「労賃」（それがいかに低賃金であっても）が農業生産によって実現できるかどうかが農家労働力
の農業への就業・非就業を決める条件となっている（いままでは「労賃」部分きり下げの歯止めがなかっさという点
に注目するからであろうと思われる。しかし、その自分自身に支払う「労賃」水準が社会的標準的賃金水準とくらべて
灘しく低くおさえられているとき、やはり本来の「饗用価格」範騨の確立を云うことはできない。
云いうる。
ったの
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たしかに小生産農民の一定水準での自家労働評価の成立によって農業労働における歯止めのない「自己搾取」は
限界を劃されていると云うことができる。しかし、この限界は独占資本の蓄積メカニズムにもとずく作用によって
低い位置に引き下げられ、おしとどめられている。
さて、家計費の膨脹につき上げられて、これを経営内で充足してゆこうとすれば、当然、一そう商品作物、畜産
などの導入をすすめることになる。そして、そのように対応していくことを可能にするためにも労働手段の高度化
（とくに農業機械化）がはかられ、かくて経営の集約化・多角化による土地利用・経営組織の高度化という方向が必
然なものとなろう。ここから経営費の増大はさけられない。
経営費の増大は個☆の農業経営にとって圧力として作用するものであるが、それは土地利用・経営組織の高度化
を可能ならしめる技術水準の上昇の反映である。
このように経営費の増大は経営間競争のなかで先進的な技術の導入にもとづく「特別剰余価値」相当部分の取得
の追求と、さらに、それが競争者たちを新技術の採用に駆り立てるという過程の反復をつうじて進行するのであっ
て、市場をめぐる競争のなかで小商品生産農民をとらえている一貫した傾向となっている。
それは「生きた労働」が「過去の労働としての資本」におきかえられるという生産力要因における投資機能の拡
大の過程であって、そのかぎり、重化学工業の生産力段階に基礎をおく「技術革新」がもたらした農業生産力の発
（ｕ）
展をあらわす別個の表現であるとも言いうる。そして経営費の増大としてあらわれる技術・生産力水準の高度化は
経営競争の水準を引上げてゆくことになるが、それは次のような経緯をとって必然的に階層分化・分解をおしすす
め
る
こ
と
に
な
る
。
すなわち、労感労働生産性を高める高度な新技術の採用は、それが例外的たるかぎり、農産物の個別的価値の差に応
８９現局面における処民層分解の形態 じて、これを採用しえない生産者との間に収益性格差を拡大し一部上向層に標準よりも高い技術水準にもとづく、
「特別剰余価値」相当部分を取得せしめる。そして、これが限界地を耕作する生産者の間にも普及してくれば、例
外的な生産方法は一般化され、標準的な技術水準里産条件）そのものが引上げられ、そのかぎり、市場価格調整
的費用価格水準（社会的価値）は低下することになる。
この過程の進行の中で技術水翠上昇の動きに対応しえない生産者、あるいは新技術を採用したとしても耕地規模
の制約によってそれを合理的投資とすることのできない生産者（過剰投資による効率低下）がコスト競争に敗退して
ゆくことになるのは理の当然であろう。
ところで、このような内実をもって農民層分解の内的要因として機能する経営費増大の過程は、同時に、調達さ
れる生産手段の多くが独占資本の生産物であることにより小擬民の生産物との不等価交換を拡大しつつ進展する独
占資本による市場掌握の過程にほかならないことに注目するべきである。
もともと小商品生産者たる農民の生産物と資本生産物との商品交換は、必要労働部分を限度として価格形成の行
われざるをえない商品と剰余労働部分も価格化されている商品との不等価交換（小商品年産農民の剰余労働の無償譲渡）
にほかならないが、高度に発達した資本主義経済に組承こまれた今日の日本の農民は独占的高利潤を含む生産価格
以上に高められた独占価格をおしつけられることにより、さらに価値的収奪をうけている。
したがって、経営費の増大は、反面、無償譲渡の増大を含んでおり独占資本の蓄積基盤を拡大するものにほかな
独占利潤を含んでおしつけられた生産手段価格は小農民の鍵産物の販売のなかからは回収されず（不等価交換の砿
大）、同時に、生産物価格から控除される本来的賢用を不当に高めており、少なくとも、この分だけは彼が自分自身
らない。
卯に支払う労賃部分を削りとることになると云わねばならない。
とくに独占資本による農村市場の掌握と拡大の過程がつよまり農家経済の貨幣依存が全面化しているだけに、こ
の
削
り
取
り
の
作
用
も
強
ま
っ
て
い
る
。
このようにして、家計費の膨脹傾向のひきつづくなかで経営費増大の圧力も農家労働力を低い兼業労働力市場へ
押出す要因（機械・省力的技術の導入が労働力の一部を生産過程から遊離させるという直接的作用とともに）となっている
家計費の膨脹と経営費の増大の不可避的な進行のなかで、そして、腱工間の不等価交換の拡大のもとで、農業の
収
益
性
上
昇
を
も
っ
て
こ
れ
に
対
応
し
う
る
か
ど
う
か
、
さ
ら
に
増
大
化
す
る
投
資
を
合
理
的
な
も
の
と
す
る
た
め
の
規
模
拡
大
（
経
営費の増大にもかかわらず労働生産性の上昇によってコスト増を避けうるためには規模拡大が不可欠）をもって対応しうるか
ど
う
か
を
め
ぐ
っ
て
中
間
層
の
大
量
的
部
分
が
新
し
い
競
争
水
準
か
ら
ふ
る
い
落
さ
れ
て
ゆ
く
こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
こ
の
場
合
、
耕
地
の
拡
張
に
成
功
し
た
と
し
て
も
、
土
地
価
格
は
「
個
別
生
産
者
に
と
っ
て
の
生
産
物
の
費
用
価
格
の
、
一
（応）
（焔）
つ
の
主
要
な
要
素
を
な
す
」
と
同
時
に
「
土
地
の
買
入
れ
の
た
め
の
貨
幣
資
本
の
支
出
は
農
業
資
本
の
投
下
で
は
な
い
」
た
め
、
社
会
的には非要素（生産物の市場価格調整的澱用価格にとっては非要素）であるという矛盾によって農業経営の再生産条件
に
と
っ
て
圧
迫
と
な
る
点
を
見
落
し
て
は
な
ら
な
い
。
そ
し
て
独
占
支
配
下
の
零
細
農
滞
留
の
構
造
に
基
本
的
に
規
定
さ
れ
る
高
地
価
（低賃金を基礎に成立）がこの圧迫を一そう大きなものとすることは云うまでしない。
独
占
の
蓄
積
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
も
と
づ
く
作
用
は
農
業
内
の
競
争
条
件
を
一
そ
う
き
び
し
い
も
の
に
し
て
ゆ
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
中
間
層の専業的存立の基盤をゆるがし、そこでの、増大化してくる投資を合理的な屯のたらしめるための土地拡大の負
担を一そう加重化している。
のである。
９１現局面におけ乃腱民層分解の形態
かくて分解基準の上昇は必然化され、分解は一段と高度の水準で進行してゆくことになる。中間層のはげしい兼
業
農
家
化
の
進
行
が
な
に
よ
り
も
こ
の
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
⑪山田盛太郎「日本農業再生産構造の基礎的分析」三一、三四頁
②伊藤喜雄「現代日本農民分解の研究」六頁
③栗原肩寿「農産物政策価格と生産費」（同氏署「農業問題の基礎理論」一○四頁）
③綿谷越夫「資本主義成立における農民層分解の古典的意義」（農業総合研究第八巻第四号、六七頁）
⑤同氏「農民層の両極分化とその意義」（経済評論昭和三七年二月号、五二’五四頁）
⑥同氏前稿「農業総合研究」六八頁
⑪
伊
藤
、
前
掲
書
五
○
七
頁
⑫「資本論」第三巻（完
⑬
「
資
本
論
」
第
三
巻
二
ｎ大島清「小農的商品の費用価格について」（経済志林第四一巻第一号、七頁）
⑧この点を川上正道氏は次のように言う「一時間の人間労働が農業に投下されるというだけで、工業に投下されて創造される
価値とは比較することすら無意味なほど非効率になってしまって、もはや農業労働は工業労働の付加価値の一部である賃金
と比較しても半分にしか社会的に評価されない」（川上、上原著「農業政策論」一二一頁）
⑨マルクス「資本論」第三巻（『マルクス・ニソゲルス全集』第二五巻ｂ、大月版）一○三一頁
⑪梶井功「基本法腱政下の農業問題」二六八頁
⑬輝峻衆三氏はこの過程を「現代は世界的に機械化を基軸に農業の技術革新が急速に進行しつつある時代であり、そのもとで
高度に発達した重化学工業のもとで創出された生産諸力が、障害にぶつかり、曲折をへながらも農業に導入されつつある。
日本もその例外ではない」と述べている。（同氏「国家独占資本主義のもとでの農民層分解」井野、廊峻７重富編『国家独
日
本
も
そ
の
例
外
で
は
な
い
」
と
述
べ
一
占資本主義と農業』下巻三一七頁）
⑬「資本論」第三巻一○三五頁
⑱同一○三八頁
（『全集』第二五巻ａ）
一八頁
四
八
頁
9２
し
て
ゆ
く
こ
と
に
し
よ
う
。
二
分
析
的
考
察
では、節をあらためて、独占資本主義の蓄積メカーーズムにもとづく作用が農業の再生産櫛造をとらえているもと
での、すなわち、とりもなおさず現局面での、農民層分解の形態を、東北地区の数字材料の分析を中心として解明
（付注）一、ここでとくに東北地区をとりあげたのは、もとより東北農乗じたいの地域的分析を行うためではない。そうではな
く、わが国の基本的米穀生産地帯であり、農業的展開の余地がなおあると承られている地域において、農外からの作
用がどのように農業内部をつらぬく階層分化・分解の要因をとらえてゆくかという経緯を事実資料によって明らかに
し
た
い
た
め
で
あ
る
。
そのさい、上位層における蓄積の水蝋の解明に一つのポイントをおいたが、そのための実証材料となる農家経済調
査結果についての上位層の規模別データが、東北地区について与えられているということも、この地区をとりあげた
二、そのさい、とりわけ次の年次の動きに注目する。まず昭和三七年。この年は、重化学工業を基軸とする国家独占資
本主義の高度蓄積の作用が農業「合理化」Ⅱ栂造改善政策テメリカを中心とする外国農産物の輸入拡大Ⅱ自由化に
よる圧力を前提として展開）を伴って鍵村に浸透し、農村経済のドラスチックな変化をひきおこしてゆく三○年代後
半段階以降の激動の起点をなす。
以後、今日に至るまで大筋において、この動きの特徴がつらぬいてゆくわけであるが、農民層分解の段階的進行と
いう点で、さらに以下の年次の動きに注視する必要があろう。
昭和四○年。この年は、農業機械化を基軸とする農業固定資本投下の新しい高まり（国家独占資本主義的階層選別的
制度融資に裏打ちされる）によって農業生産力構造が新しい展開をみせ始める時期にあたる。
それは同時に、分解基準の一そうの上昇のもとで、この動きに対応してゆけない大量の中間層の没落が顕在化して
くる時期でもある。
昭和四二年。米生産が一四○○万トン水準を達成した年。農民上層に注目に値するほどの、一定水準の蓄積が成立
理由である。
９３現局面における農民屑分解の形態
こ
の
さ
い
「
剰
余
」
の
形
成
に
お
け
る
基
本
的
な
問
題
は
、
云
う
ま
で
も
な
く
、
い
か
な
る
水
準
の
労
賃
を
自
分
自
身
に
支
払
っ
た
の
ち
の
剰
余
で
あ
る
の
か
と
い
う
点
に
あ
る
。
すでに述べたように、正常な「剰余」の形成は社会的標準的水準の労賃が保証されていることを前提とする。
そ
こ
で
、
農
業
投
下
労
働
を
農
業
臨
時
雇
賃
金
で
評
価
し
た
場
合
と
社
会
的
標
準
的
水
準
の
賃
金
と
し
て
の
製
造
工
業
常
用
労
働
者
の賃金で評価した場合の二通りの「剰余」（前者は労賃部分の圧下によって蹴出された分を含む「剰余」であり、後者は、
いわば本来の正常な「剰余」）について糸ておこう（農業臨時雇賃金は工業平均賃金のおよそ二分の一の水準で推移してきた
が、四四年以降、その格差は拡大し四割ていどとなっている）。
り
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
昭和四四年。家計費の膨脹、経営費の増大が不可避的に進行してゆくなかで、四二年以降の三年つづきの米大豊作
をきっかけとする「米過剰」対策として減反・生産者米価据置の措置（したがって実質的引下げ）がとられる一」とに
よって、農家の農業所得が名目額においても前年を下回るという異例の事態があらわれ、それ以後の「農業荒廃」
的
諸
現
象
が
顕
在
化
し
て
く
る
転
機
を
な
す
。
昭和四六年。股近年の到達点を示す年。もっともこの年は、ひきつづく減反措置と生産者米価の抑制に加えて冷害
による減収のため、やや異状な様相を示したと云わねばならない。しかし、これらの現象の根抵には四○年以降に顕
在化してくる新しい生産力榊造に立脚する一部盤民圃の上向化傾向をも容易に定藩化せしめない独占の蓄蔵メカーーズ
ム
に
も
と
ず
く
作
用
が
つ
ら
ぬ
い
て
ゆ
く
点
を
見
逃
す
べ
き
で
は
な
い
。
歯ず、農業内部の蓄積の動向に接近するため、農業剰余の形成とその意味をたしかめるところから始めよう。
「剰余」すなわち農業純収益は農業労働の価値形成額Ⅱ付加価値額である農業純生産額から自家労賃を回収した残
同時に、この←
及しはじめる。
し、階層間の生産力格差の拡大が明示され、艇地改革後の腱民上向化の展開が一つのピークに達したと糸られる年。
同時に、この年を転機として、鍵外からの影響にもとづく地価上昇が農業地価を現象せしめぬほどの勢いをもって波
9４
第２表剰余の形成〔１０ａ当り・千円〕 (東北地区）
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９５現局面における農民屑分解の形態
とくに、四○年以降、上層において「剰余」は一○アール当り二万円の水準をこえ、四二、四一一一年には、米の一
四○○万トン水準をこえる大豊作とともに、一一一ヘクタール以上層では一○アール当り「剰余」もついに三万円水準
を
こ
え
る
ほ
ど
の
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
しかし、社会的標準的賃金基準での正常な「剰余」形成はどうであろうか。
工業平均賃金基準での自家労賃の回収は、めぐまれた年（昭四二年をピークとする三九’四一一一年の五ヶ年間）に、か
ぎられた上位層（二・五ヘクタールあるいは三ヘクタール）においての家確保されているだけであって、それが一般的
であるとは到底云うことはできない（艇業センサスによれば昭和四○年東北地区総農家のうち二・五ヘクタール以上層の戸
数割合は七％、一一一ヘクタール以上層をとれば三・四％である）。
東北地区、とくにその上層経営では、限界地に対する差額的収益部分は大きい筈であるが、それにもかかわらず、
このような状態であることは、今日、一般的に言って、農産物価格が限界地での標準的経営条件の農民経営におい
て
社
会
的
標
準
的
賃
金
基
準
の
費
用
価
格
水
準
を
実
現
し
て
い
る
と
詮
る
こ
と
は
で
き
な
い
証
左
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
。
しかし、農地改革後の農民経営上向化の展開が、ここにはじめて、一部の上位層の、そして、四○年代初頭のか
ぎられた数年にわたるものではあったにせよ、社会的標準的賃金水準の実現のうえに、本来の「剰余」Ⅱ費用価格
の超過分を形成しうるほどのものに至ったことは画期的であり刮目に値いすることと云わねばならない〔四二年の
ピーク時には最上鬮三ヘクタール以上廟において一○アール当り一万円弱の正附「剰余」が形成された〕。
と
こ
ろ
が
四
四
年
以
降
、
こ
の
「
剰
余
」
も
急
速
に
と
り
く
ず
さ
れ
て
し
ま
う
。
これは主として艇業固定資本投下の拡張にもとづく経営費の著しい増大と労賃水準の上昇のなかでの生産者米価
の据置という採算条件の悪化に対して、これら最上層においてさえ、規模拡大によるコスト増嵩の抑止・相殺など
妬によって経営上向的に適応してゆくことが困難であったことを反映している。
上位層における社会的標準的賃金基準の「剰余」形成という改革後の生産力展開に伴う一定水準の蓄積の成立が
注目されるとともに、今日の段階での、その成立基盤の狭随さと不安定さが同時に留意されるべきである。
ところで、本来、小生産農民にとって、資本の平均利潤は制限とはならず彼にとって絶対的な制限として現われ
るものは、本来の費用を差し引いてから彼が自分自身に支払う労賃であった。そうとするならば、労賃以上の全超
過分、すなわち「剰余」は、農家経済にとって、地代支払に充当可能な部分Ⅱ土地価格に対する支払能力（地代負
担力）をなすことになる。
しかし近年、わが国の小農民経営においても農業機械化を主軸として「生きた労働」の「過去の労働としての資
本」による代替が急速広汎に進行しており、とくに、中上層においては、ますます多額の資金が農業投資として固
定化されるようになって、そのための資金調達は借入金への依存を高めてきている。
このようにして経営投下資金利子は、三○年代後半の段階、とくに四○年代にはいって以降は、農民経営を維持
再生産してゆくためには現実に支払われねばならない一つの制限となってきていると言ってよい。
第三表は農業固定資本投下と借入金の推移を示したものであるが、中上層におけるその相関の深まりが注目され
とくに上層での農機具投資の高まりに導かれた農業固定資本投下の伸び、そして農林漁業資金など国の財政資金
あるいは農協系統資金を源資とする各種制度融資にもとづく借入の著増が明らかである。
この国家独占資本主義的階層的選別融資の拡大の基礎の上で、上層農の生産力展開が行われており、中下層との
生産力格差が保持されているという点に充分日をむける必要がある。また同時に、いまふてきたところからすれば、
ろ？
～’
９７現局面における農民層分解の形態
国家独占資本主義のもとでの小商品生産農民にとって、経営投下資金利子は、生産醤の規定的一要素として農産物
の
市
場
価
格
の
実
現
を
と
お
し
て
回
収
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
このように経営投下資金利子は擬制的に「利潤」と梁なされる部分の一部をなすとは云え、現実に支払われねば
ならないものであり、小農民経営の再生産にとって一つの制限要因をなすものであるとすれば、現実の「地代支払
能
力
」
と
し
て
あ
ら
わ
れ
る
の
は
「
剰
余
」
マ
イ
ナ
ス
経
営
投
下
資
金
利
子
で
あ
る
と
云
わ
ね
ば
な
ら
ぬ
。
資本のための「利潤」形成は、ここを通ってのちはじめて現実に問題となしうることになる。
そこで、第四表によって「剰余」マイナス経営投下資金利子をみると、農業臨時雇賃金を基準とするならば、経
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第４表剰余一経営投下涛金利ｒ〔ｌＯｌ１１肋・千円〕（東北地区）
nＭ
農|焔iKl： ３１１(]
、▲［。’Ⅱ１－征
５－７１１［
３－４１１【】
【
ｂ
【
】
八９
４０１△４．１１八7.と 3－４１８
火ノプブ･リノフ障、ｼ白暁
1６１５.Ｃ
(1)経営投下資金利子＝（腱業固定資本額十農業流動財費）×0.06
(2)農業固定資本額＝（建物十自励単十農機共十植物十動物）の年度始農業資
本額
(3)農業流動財費＝農業経営綴一（減IUi倣却衡十雇用労賃十支払小作料）
営投下資金利子もほぼ全階層にわたり恒常的に回
収しえていること明らかである。
しかし、社会的標準的賃金を確保したのち、さ
らに経営投下資金利子を回収しうるものと云うこ
と
に
な
る
と
、
さ
ら
に
限
ら
れ
た
年
次
の
一
そ
う
狭
い
上
位
層
で
の
承
可
能
で
あ
っ
た
に
す
ぎ
な
い
。
四○年代にはいって顕著となってきた農業固定
投
資
の
増
大
と
と
も
に
、
そ
の
利
子
支
払
が
中
上
層
避
に
とって大きな負担となってきているのである。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
経
営
投
下
資
金
利
子
は
農
業
経
営
の
維
持
再
生
産
の
た
め
に
は
現
実
に
支
払
わ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
こ
で
は
、
そ
れ
は
擬
制
的
に
「
利
潤
」
と
み
な
さ
れ
る
部
分
の
一
部
を
な
す
と
云
う
よ
り
社
会
的
標
準
的
労
賃
部
分
か
ら
の
現
実
の
控
除
（
天
引
）
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
社
会
的
標
準
的
賃
金
を
基
準
と
す
る
な
ら
ば
「
剰
余
」
か
ら
経
営
投
下
資
金
利
子
を
回
収
す
れ
ば
最
上
層
に
お
い
て
も
「
地
代
支
払
能
力
」
は
微
弱
な
し
の
９９現局面における農民層分解の形態
これは一・五’二・五へクタールの中間層の「剰余」マイナス経営投下資金利子と土地価格（地代）とがほぼ均
衡
す
る
状
態
で
動
い
て
き
た
こ
と
を
あ
ら
わ
し
て
い
る
。
したがってここからつぎのように推定することも可能であろう。すなわち、昭和三○年代後半の段階にはいって
以降、土地価格は、一・五’二・五ヘクタール規模の中間層（この層は専業避家としての存立条件を確保しうるか否かの
分岐層でもある）の、農業臨時属賃金水準での労働評価を基準として形成される「剰余」から経営投下資金利子を控
除した「地代支払能力」の資本還元地価として現実に形成されてきた、と。
と
な
り
土
地
価
格
（
時
価
）
に
対
す
る
支
払
の
余
力
は
も
は
や
な
く
な
っ
て
し
ま
う
。
まさに高地価が屹立しているわけであって、最上層においても、ますます増大化する投資によって促迫される規
模拡大に対応してゆくためには標準的労賃の圧下によっての糸可能であると言わねばならない。
では、農業臨時属賃金によって農民労働の評価をするならばどうであろうか。
「剰余」マイナス経営投下資金利子マイナス土地価格の利子（時価の六％）を計算してゑると、第五表の示すと
おり、二・五ヘクタール以上の上層ではほぼ恒常的にプラス、一・五’二・五ヘクタールの中間層では（少くも四
三年頃までは）ほぼトントン、一・五へクタール以下の下層では恒常的にマイナスという状態となる。
一・五’二。五へクタールの中間層は「剰余」マイナス経営投下資金利子マイナス土地価格利子（地代）におい
てプラスとマイナスの分岐の交錯点をなすか、あるいは他の階層とくらべて、その絶対額（プラスあるいはマイナス
の）が最小となる。
（注）三○年代前半の時期までは、同様に一・五’二・五ヘクタール層での「剰余」（経営投下資金利子を控除しない）と土地
価
格
（
地
代
）
と
の
均
衡
的
推
移
が
た
し
か
め
ら
れ
る
。
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(1)農地法第３条統制実績
(2)農林省統計調査部「地域農業の動向」各年版より作成
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以
上
の
こ
と
か
ら
、
家
計
費
の
膨
張
と
投
資
の
増
大
に
お
い
上
げ
ら
れ
る
分
解
基
準
の
上
昇
の
な
か
で
、
専
業
農
家
と
し
て
の
存
立
条
件
を
確
保
し
よ
う
と
し
て
鍵
地
を
求
め
る
志
向
は
、
お
そ
ら
く
、
こ
の
中
間
層
に
お
い
て
も
っ
と
も
強
い
と
糸
ら
れ
る
こ
と
、
そ
し
て同時に、中間層をなす農民の多くは、ますます、分解基準の上昇に対応してゆけない状況においつめられてきて
いるとみられるのである。
このようにゑてくれば、土地価格が農業内的な諸条件によって規制されるとするかぎり、中間層が農業臨時雇賃
金ペースで打出す「剰余」から経営投下資金利子を控除した「地代支払能力」の資本化をおうよその基準として現
実
の
地
価
形
成
が
行
わ
れ
て
き
た
と
ゑ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
しかし、もとよりこのメカニズムにもとづく地価形成は自分自身に支払う労賃を農業臨時属賃金水準に圧下して
いる点、すなわち、社会的標準的賃金の一部分をすでに呑糸こんでいるという点において、また、とくに下層農民
に
と
っ
て
は
、
そ
の
価
格
で
の
土
地
購
入
は
自
家
労
賃
部
分
の
－
そ
う
の
圧
下
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
と
い
う
点
に
お
い
て
「
自
己
搾
取
」
的
高
地
価
で
あ
る
こ
と
ま
ち
が
い
な
い
。
ところで以上の考察は農地価格形成を農業内的に把握する立場（自作腱民相互間の耕作目的の取引にもとづく地価形成
と
い
う
観
点
）
か
ら
ふ
て
き
た
。
し
た
が
っ
て
鍵
地
価
格
の
デ
ー
タ
も
農
外
転
用
の
影
響
を
一
応
「
除
去
」
し
て
あ
る
と
さ
れ
る
不
動
産研究所調査のものを用いたのであるが、それでも四三年頃からさいきんに至るほど地価形成は農業内的採算の根
拠から急速にはなれつつある（農外転用の影響の除去など特別の配廠をしていない全国農業会議所調査の地価データを用い
れば、この点は一そう明瞭である）。
とくに四○年以降の避業固定資本投下の新しい高まりのなかで高度な生産手段の装備に対応して規模拡大への促
迫は強まっても、独占支配のもと零細層の滞留の構造にもとづく土地供給の制限が強ど」とぽかりでなく、独占の
ではさらに、農業臨時塵賃金水準による労働評価をペースとした「剰余」から「経営投下資金利子」を回収し、
さらに「地代」を支払った残余としての「利潤」を分離してふよう。この場合すでに第五表に示すように、上層に
おいては「地代」の背後に「萌芽的利潤」部分の形成をふる。
態とくに四二年大豊作を中心とする数年の間は、臨時雇賃金での労働評価を基準とすれば「萌芽的利潤」形成の余
形”力は中間層にまで広く延びてきていた。そして「投下資本」に対する「利潤率」も四○年代当初の時期には、最上
剛層では一○％の線を実現するまでになっていた。
唾このような関係も四四年以降急速にくずされてゆくがその事情についてはすでに述ぺたところである。
るけではここで独占支配下の農民層内部の蓄積と分解を導く格差形成に目を転じよう。
おにまず「投下労働一日当り固定資本額」の指標によって〈労働の資本装備率〉をあらわすとすれば、とくに四○年
面癩以降、中。大型トラクター、刈取機、自脱型コンバイン、乾燥機などの導入を内容とした農業機械化を主軸として
３上層の格段の優位が形成されたことは明瞭である（第七表）。そしてこの「資本装備格差」が零細土地所有Ⅱ耕作
０１基盤のもとで請負耕作あるいは集団的生産組織などのかたちをとって中・上層における規模拡大志向を現実化させ
超過利潤の転形にもとづく高地価の影響が農業内的採算ベースにもとづく地価形成（これじたぃ社会的標準的労賃か
らの控除を含んで成立している高地価）のメカニズムをおしつぶす高地価を全面化させてくる。そこでは、経営の上向
的展開に対する困難は一そう加重化されていると言わねばならない。
農業地価形成の要因をなす農業Ⅱ土地純収益の巾が狭められてくるなかで、農外からの作用によってつくられて
くる高地価が地価をいよいよ農業地価として現象せしめぬ勢で波及してくるというのが四一一一年以降の動きの特微な
のである。
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投下労働１日当り農業純生産額の太字は，土工日雇賃金以下あるいは製造業，
常用労働者１日当り賃金以上のもの。
（参考）比較賃金（円）
FV
L｣〆
製遣菜常用労l勅者１日当り賀金 ]９１３５８
(1)は労働省「屋外労働者職種別賃金調査」の東北地区土工日履賃金
(2)は同上「毎月勤労統計調査」による30人以上事業所の全国製造業常用労
働者１日当り貿金
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(1)土工日雇賃金（東北地区）
(2)製造業常用労働者１
昭3７
792
1145
4(〕
1013
1550
4２
1191
1964
4４
1617
2709
４６
l907
1l585
ろ一つの基礎をなしているのである。
そしてこの「資本装備格差」は、当然、労働生産性の階層間格差を拡大・固定化する作用を果した。「投下労働
一日当り農業純生産額」の指標によれば、下層の上層に対する格差は、三○年代後半の六割という線から四○年代
にはいってほぼ五割の線を示すところまで拡大している。農民層内部の格差形成はすでに明瞭なのであるが、いま、
農外部門における格差賃金を比較基準として導入し農民層内部の格差の位置を映し出してふよう。
一つは、地域において農業日雇労働と競合関係にあり、農業労働力が現実に転換の可能性をもつものとして建設
業
土
工
日
雇
賃
金
（
東
北
地
区
）
を
と
り
、
他
の
一
つ
は
、
社
会
的
標
準
的
賃
金
水
準
を
あ
ら
わ
す
も
の
と
し
て
製
造
業
常
用
労
働
者
一
日
当
り
賃
金
を
と
っ
て
ふ
よ
う
。
（
注
）
労
働
省
「
屋
外
労
働
者
職
穂
別
賃
金
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
土
工
と
は
次
の
職
敵
内
容
の
も
の
で
あ
る
。
態
土
砂
の
掴
さ
く
、
根
切
り
、
運
搬
作
業
お
よ
び
手
ま
た
は
機
械
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
練
り
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
ち
作
業
な
ど
高
度
の
肉
体
形
的
労
働
で
技
能
を
要
す
る
作
業
に
従
事
す
る
も
の
。
の解
ただし、名称は土工であっても、単にモッコ担ぎ、トロ押しのごとくあまり技能を必要としない土砂の運搬や簡単な整
分屑
地
作
業
の
承
に
従
事
す
る
も
の
、
お
よ
び
練
混
さ
れ
た
生
コ
ソ
ク
リ
ー
ト
を
運
搬
車
で
運
ぶ
作
業
、
ま
た
わ
型
わ
く
の
組
立
除
去
の
作
業
の
、農
永
に
従
事
す
る
も
の
は
含
ま
な
い
。
るげ四
○
年
代
初
頭
に
は
、
農
業
労
動
報
酬
の
農
民
階
層
間
格
差
形
成
は
、
○
・
五
ヘ
ク
タ
ー
ル
未
満
層
が
土
工
日
雇
賃
金
以
下
（
こ
れ
おには、この階層での農業労働が老令者ないし女性によって主として担当されていることと対応している）、二・五へクタールない
面蛎し三へクタール以上層では製造業常用労働者なゑ、ないしそれ以上という格差形成の関係位置が示されるところま
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ですすんだ。
しかし、ヲそ
れ
も
束
の
間
の
こ
と
で
あ
っ
て
、
農
業
を
め
ぐ
る
経
営
採
算
の
悪
化
と
農
外
部
門
の
賃
金
上
昇
の
な
か
で
、
土
工
賃
金
106
に匹敵する農業労働報酬をあげうる経営階層が段階的に上昇してくるとともに、股上位層の腱業労働報酬も製造業
常
用
労
働
者
賃
金
の
上
昇
テ
ン
ポ
に
は
も
は
や
な
ん
と
し
て
も
追
い
つ
い
て
ゆ
け
な
い
こ
と
が
明
白
と
な
っ
た
。
股
近
年
の
四
六
年
は
や
や
異
常
な
年
と
云
わ
ね
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
こ
で
は
、
一
・
五
’
二
へ
ク
タ
ー
ル
層
ま
で
が
、
土
工
日
雇
賃
金
以
下
、
そ
し
て
最
上
層
三
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
層
で
も
製
造
業
常
用
労
働
者
賃
金
の
七
割
弱
と
い
う
水
準
に
ま
で
お
し
さ
げ
ら
れ
て
い
る
。
腱
民
階
層
間
の
生
産
性
格
差
の
明
示
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
農
民
層
の
全
般
的
な
地
位
の
低
下
、
と
く
に
中
間
層
の
存
立
基
盤
の
と
り
く
ず
し
の
さ
け
が
た
い
進
行
の
状
況
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
は
さ
ら
に
次
の
指
標
に
よ
っ
て
も
砿
め
う
る
。
表
出
は
し
な
い
が
、
四
○
年
代
初
頭
に
は
、
な
お
二
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
層
で
あ
れ
ば
腱
業
所
得
を
も
っ
て
家
計
費
を
ま
か
な
い
え
て
い
た
も
の
が
、
四
五
年
に
は
、
三
へ
ク
タ
ー
ル
以
上
層
の
ゑ
に
お
い
て
そ
れ
が
可
能
と
な
る
に
す
ぎ
ず
、
さ
ら
に
四
六
年
に
は
、
こ
れ
が
異
状
な
年
で
あ
っ
た
と
は
云
え
、
三
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
層
に
お
い
て
も
農
業
所
得
の
み
で
は
家
計
費
の
充
足
は
不
可
能
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
し
か
も
、
一
人
当
り
家
計
費
で
示
さ
れ
る
消
費
と
家
計
水
準
は
、
一
・
五
’
二
・
五
へ
ク
タ
ー
ル
の
中
間
層
が
い
ま
や
全
階
層
の
谷
間の位置を占めることになっている（三○年代後半の時期までは、一・五’一一・五ヘクタールの中間廟は一人当り消潤・家
計水鵡においても農民階層の中位の位侭を占めていた）。
こ
れ
ば
都
市
労
働
者
の
労
働
力
再
生
産
水
準
を
指
向
し
て
社
会
的
な
強
制
力
を
も
っ
て
上
昇
し
て
く
る
消
費
・
家
計
水
蟻
に
農
家
が
追
い
つ
い
て
ゆ
く
た
め
に
は
、
経
営
の
多
角
化
Ｐ
集
約
化
に
よ
る
幾
業
的
な
支
え
だ
け
で
は
い
よ
い
よ
困
難
で
あ
り
、
農
業
・
健
外
に
わ
た
る
家
族
多
就
業
形
態
で
の
対
応
に
よ
っ
て
の
糸
可
能
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
ではさらに、階層間の生産性格差を反映した収益性格差の指標として、最上層の一○アール当り農業「剰余」と
最下層の一○アール当り「農業純生産額」とを対比して象よう。
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第八表がこれである。この対比指標のもつ意味について、梶井功氏は、下層の農業純生産額（農業所得）に相当
する分を上層が地代として支払いうるかどうかを示すものであるとしたうえ、昭和一一一七年から四三年にかけて両者
の差の縮小がゑられる点に注目し、それは下層の農業離脱と上層の借地拡大という相関の方向を積極化させるもの
しかし、その後、その巾は再びひらき四六年には六割の線にまで後退している。
これは云うまでもなく、直接的には、米価据置、減反措置などの影響が、下層の農業純生産額の減小をうわまわ
る
ほ
ど
に
上
層
の
「
剰
余
」
形
成
力
を
低
下
さ
せ
た
た
め
で
あ
る
。
第８表 jiltl:位層の剰余と最下位層の艇業純生産
額の対比（東北地区）
|蝿蝿藷|蝿:霜 A/Ｂｘ１００
千冊’ 千11】
昭3７ ２
０
１
６
９
●
●
●
■
●
３
０
０
６
０
１
２
Ⅱ
９
』
２
０
２
５
１
７
●
●
●
●
●
－
０
４
７
９
４
２
３
３
３
３
％８
５
３
０
２
●
●
巳
●
■
兜
記
即
舶
印
4０
４２
４４
4６
し
か
し
、
こ
の
指
標
に
つ
い
て
は
な
に
よ
り
も
ま
ず
、
上
層
の
「
剰
余
」
“形成が腱莱労働を農業臨時属賃金水準で評価したうえでのもので
（３）
澱蛎ある点に注意するべきである・
鍬霧すなわち、上層の「剰余」形成力Ⅱ地代負担力は社会的標準賃
一
農
入
賞
×
金
か
ら
の
控
除
を
含
ん
で
形
成
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
収
労
数
麹辮繩この点に注意したうえで第八表を糸ると、三○年代後半から四
遜錘瀞○年初頭にかけて上層の「剰余」は下層の農業純生産額に対して
“熱難逐年巾をせばめ、四一一年には八割の水準にまで達している。
盤認識このことは、農業内部をつらぬく蓄積と階層分解の内的メヵニ
騨辨寵スムの必然の作用を反映したものとして十分に注目されねばなら
ない。
（２）
であるＩと評価している。
1０８
そ
の
さ
い
、
と
く
に
、
家
計
費
膨
脹
の
圧
力
に
対
応
し
て
、
低
い
自
家
腱
業
労
働
報
酬
と
低
い
労
働
市
場
の
も
と
で
の
家
族
多
就
業
形態（労働力の価値分割）のもつ意味が考慮されねばならない。
たとえば、四六年度農家経済調査の結果（全国一戸当り平均）によると、第二種兼業農家のうち職員勤務世帯は世
帯員一人当り家計費が三四六千円でもっとも高く（全国勤労者世帯の一八％上）そのうえ農外所得による家計費充足
率は一一○％となる。これに対して、人夫・日雇など臨時的賃労働世帯は一人当り家計費が二四二千円（全国勤労
者世帯の一八％下）であるのに腱外所得による家計費充足率は七六％にすぎない。「職員勤務農家では労賃俸給収入
き
で
あ
ろ
う
。
ここでわれわれは、独占支配下の農民階層間の生産力格差の確たる存在、それを動因とする分解の内的メカーーズ
ムの必然の作用を染るとともに、独占の蓄積メカニズムの作用と、それが加重化する零細所有・耕作の生産力展開
に
対
す
る
限
界
性
と
に
も
と
づ
く
、
そ
の
幅
の
狭
さ
天
井
の
低
さ
に
あ
ら
た
め
て
注
意
し
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
点
と
も
関
連
し
て
、
さ
ら
に
下
層
に
お
け
る
殿
業
膠
着
の
性
格
、
そ
の
強
さ
を
見
落
し
て
は
な
ら
な
い
。
零
細
兼
業
層
に
お
け
る
農
家
経
済
の
再
生
産
に
と
っ
て
零
細
農
耕
部
門
の
も
つ
意
味
は
、
た
ん
に
そ
れ
じ
た
い
の
経
済
的
収
益
性
の
指
標
の
玖
に
よ
っ
て
は
か
り
う
る
も
の
で
は
な
い
。
高
度
独
占
支
配
の
も
と
で
農
外
不
安
定
就
業
と
結
び
つ
い
て
い
る
零
細
地
片
所
有
の
も
つ
特
殊
な
意
義
を
全
体
と
し
て
お
さ
え
る
ぺ
そのようなきびしい条件のなかで、とくに上層では四○年以降の農業投資の増大が急速であっただけに、規模拡
大
に
よ
る
上
向
的
対
応
の
困
難
と
と
も
に
資
本
効
率
の
低
下
が
コ
ス
ト
の
増
嵩
を
さ
け
が
た
い
も
の
と
す
る
か
た
ち
で
あ
ら
わ
れ
た
の
である。この点は「農業固定資本千円当り農業純生産額」の指標（第七表参照）の動きによって明瞭に読承とりう
である。この占煙
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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むしろ、農業の社会的生産の領域からはすでに完全に放逐されているにもかかわらず、なお不安定農外就業と結
びつきつつ土地もち労働者的農家（いわば潜在的緋作農民）として滞留せざるをえないという構造（たんに〈土地の
値上り待ち〉などと云うことではなく）が注目されるのである。
（注）「腱家経済調査」の対象農家の分布は零細兼業層において「農業セソサス」あるいは「農業調査（三○分の一の艇家抽
出調査」）と比較してもあきらかに職員勤務世帯に偏っている。
すでにみたように、職員勤務世帯は人夫・日雇・出かせぎ世帯とくらべて農外所得は安定的で高水箪であり、家計費（生
活水率）もはるかに高い。
したがって、農家経済調査の経営耕地規模別結果によって、零細層の家計の再生産における自家農業部門のもつ意味「士
地もち労働者」的農家における「土地もち」の意味）を評価しようとするときこれらの点に注意を払うべきである。
さらに、この点に関連するが、本文中さきにみた最上位層の「剰余」と最下位層の農業純生産額との対比において、こ
の農家経済調査の「偏り」の点を考慮にいれるならば、最下位層での農業依存は調査結果の示すところよりさらに強い
（したがって最下位層の農業純生産額に対する最上位層の「剰余」の差の巾はもっと大きしとみなければならないこと
の柔で充足して、なお経済余剰を生じている」が「就業安定度の低い季節出かせぎ、臨時的賃労働農家では不足分
（４）
は零細な農業所得に頼っている」のである。
かくて職員勤務世帯は零細兼業農家のうち、もっとも農業離脱的性格がつよいが、他方、人夫・日雇・出かせぎ
世帯は、より農業膠着的たらざるをえない。
農外労働市場の展開、賃金水準の一定の上昇のなかで、そして一方、家計費の膨脹はさけがたいと云う事構のも
とで、三○アールないし五○アール未満層での農外所得依存が格段に深まっていることはたしかな事実である。し
かし、その）」とから一般にこれら零細兼業農家における農業部門存続の必然性の消滅の傾向を云うわけにはゆかな
い
◎
１０
独占の蓄積メカニズムにもとづく作用は農民層分解基箪の不断の上昇を促迫しており、腱業内の競争条件を一そ
う
き
び
し
い
も
の
に
し
て
い
る
。
そ
の
も
と
で
も
、
も
ち
ろ
ん
農
業
内
部
を
つ
ら
ぬ
く
蓄
積
と
分
解
の
内
的
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
必
然
の
作
用は上位層に一定水準の蓄積を成立させてくるが、その蓄積の速度は独占の蓄積メカニズムにもとづく作用によっ
て不断に制動をうけており、その順調な展開は容易ではない。
分解基準の不断の上昇への対応のなかで、大量の中間層は経営存立基盤を著しく狭められており、家計費膨脹と
経営費増大の圧力のもと、農業・農外にわたる家族多就業形態での対応を強いられている（東北地区一・五’二・五
ヘクタールの中間層における専業農家比率は一九六○年六割、六五年四割、そして七○年には二割という具合であって、専業が
とりくずされてゆくテンポはまことにすさまじいものがある）。
その落層の極は脱農民化につながるのだが、下降分解運動の大勢はそこまで貫徹せず、独占支配のもと、その犬
③この点に関し綿谷赴夫氏も「そういう評価の上に立つ農業剰余の形成」それは「果して形成（農業剰余の……喜多）なのだ
ろうか」と疑問を呈している（「成長メヵーーズムと農業」の討論〈同齋二九五頁〉）
㈹「昭和四六年度、農家の形態別にゑた農家経済」農林統計速報（四八年三月三一日）九１一○頁
録
、－〆 にも留意することが必要であろう。
Ⅲ宇佐美繁「艇民層分解の現段階的性格に関する一考察」（土地制度史学第五○号、一九七一年一月）は北海道における農民
屑分解の分析のなかでこの点を指摘している（同誌二六頁）
②堀井功「農業櫛造変革への展望」（「成長メカニズムと艇業」一二八’一一一一二頁、のち同氏箸「小企業農の存立条件」に収
三
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展
望
111現局面にお'十る農民層分解の形態
以上の現実の動きをふまえたうえで、われわれは日本農業の存続と発展の方向を切り開いてゆく農民の運動主体
と
の
か
か
わ
り
を
ど
こ
に
求
め
う
る
で
あ
ろ
う
か
。
それは、やはり独占支配下の農民層分解の進行によって集積される矛盾のうちに現実的基礎を置くとせざるをえ
な
い
で
あ
ろ
う
。
量的部分は農業の社会的生産の領域からは放逐されながらも土地もち労働者的農家として滞留している。
そこでの農業部門は、もとより半端なものにすぎないが、その消滅が必然的傾向であるとは一一一一口いがたい。
総じて、現局面での農民層分解の主側面をなすものは分解基準のふだんの上昇のもとでの小生産的農家経営の広
汎な解体化の進行であるとしてよいのであるが、すでに事実にもとづいて染てきたように、それは全層の一義的崩
落と規定しうるものではなく、この犬流の反面で、量的には微弱ではあるにせよ、また、一面、国家独占資本主義
の政策的支持にもかかわらず、邦その定着化は容易ではないにせよ、高められてくる競争条件のもとでの経営上向化
の動きを注視する必要があろう。
今日、経営上位層の到達した生産力の水準それじたいば、重化学工業の生産力段階に対応をせまられつつ、その
照射のもとに形成されてきたもので、それは、社会的標準的労賃ベースに立って経営投下資金利子を回収し、さら
に増大化してくる投資を合理的なものとするのに不可欠な規模拡大のための土地価格（地代）の実現をもせまる傾
向を必然とするほどの内容のものと言えよう。しかし、独占資本主義の蓄積メカニズムの作用とそれが加重化する
零細所有・耕作の生産力展開に対する限界性がこのような内容をもっての定着をふだんに阻碍しており、そこに新
たな矛盾を顕在化させている。
以
上
の
現
実
の
動
き
を
ふ
ま
え
た
う
え
で
、
わ
れ
わ
れ
は
日
本
農
業
の
存
続
と
発
展
の
方
向
を
切
り
淵
〈
て
ゆ
く
鍵
弓
、
璽
助
返
本
分解基準の不断の上昇のもとで、これに対応してゆくだけの土地、資金をもたず、また十分な融資を受ける能力
1１２
しない圧倒的多数の没落下降農民がふだんに追いつめられている壁、そこでのエネルギーの巨大さを重視するべき
そして、そのエネルギーは零細経営と独占支配の対抗的相関の構造それじたいを一括同時的に止揚するという方
向としてではなく、国家独占資本主義によって著しく不健全なものにされている農民の土地所有の経営的内実の確
立と発展をふだんに追求する方向において、最大限にく承出しうるのではなかろうか。
その場合、第一に、この方向のもとでは、小農氏経営の自主性の基礎のうえに立つ集団化による規模拡大の線を
も含ゑうるものであるという点、第二に、この方向は、独占の蓄積メカニズムをささえる重層的労働市場の底辺を
なす低賃金基盤の打破の方向と必然的に結びつかざるをえないが、それは労働者階級じしんの問題でもあるという
点、以上の二点についての配慮が不可欠であろう。
これに対して、上向経営のなかにひそむ「資本」の要求を、それじたいとして取出し、その要求に、なによりも
優先的にこたえることを国家の政策として要請するならば、そのような方向は国家独占資本主義の選別政策の強化
をつうじて、独占のめざす農業再編の拠点を拡大してゆくことに通じよう。
今日、この段階での農業の存続と発展の可能性は独占の一そうの蓄積基盤を強化するための農業再編の方向のな
かに求めるわけにはゆかない。
である。
